
令和５年度 労働保険年度更新申告書の書き方（労働保険事務組合の皆様へ） 訂正箇所 

 

1. 11 ページ 

保険料・一般拠出金申告書内訳記載例 令和５年度概算保険料 ⑱雇用保険 

（誤）「13.5」 → （正）「15.5」 

 

2. 19 ページ 

還付請求書 ③「労働保険料等への充当額内訳」の充当額の一般拠出金 

（誤）「5,643 円」 → （正）「3,354 円」 

 

3. 26 ページ 

（誤）「※令和 3 年度中に終了した元請工事がない～」 

→ （正）「※令和 4 年度中に終了した元請工事がない～」 
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※労災保険のみを申告書でその労働保険料を申告する場合は、従前の
申告書内訳（旧組様式第６号（甲））を使用することができます。

6 一般

4 5令和令和

⑰…上段（点線の上の部分）には適用される労災
保険率を記入してください。ただし、労災保険率
メリット制適用事業については、新たに通知され
たメリット労災保険率を記入してください。
　　下段（点線の下の部分）には「賃金等の報
告」の「ⓘ＋ⓙ」欄の額に上段の料率を乗じて
得た額を記入してください。

　　ただし、労災保険率メリット制適用事業につい
ては、「賃金等の報告」の⑭のⓙ欄の額に上段
の料率を乗じて得た額（１円未満の端数がある
ときは、この端数を切り捨てた額）と⑬のⓘ欄の
額に上段の料率を得た額（１円未満の端数があ
るときは、この端数を切り捨てた額）を合算した額
を記入してください。

⑱…上段（点線の上の部分）には適用される雇用
保険率を記入してください。

　　下段（点線の下の部分）には「賃金等の報
告」の⑭のⓚ欄に「前年度と同額」と記入され
ている事業については、この申告書内訳の⑩欄
の額に上段の料率を乗じて得た額を記入してく
ださい。それ以外の事業については、「賃金等
の報告」の⑭のⓚ欄の額に上段の料率を乗じ
て得た額を記入してください。　

⑳…「区分」欄には、令和５年度から新規に特別
加入する者があるときは、特別加入の申請により
承認された給付基礎日額を記入し、「１．新規」に
○印を付してください。特別加入を継続し、給付
基礎日額に変更のないものは、令和４年度の給
付基礎日額を記入し、「２．継続」に○印を付して
ください。給付基礎日額の変更を希望するもの
（「賃金等の報告」で承認された給付基礎日額
とは異なる給付基礎日額を希望している場合）
は、その給付基礎日額を記入し、「３．変更」に○
印を付してください。特別加入を脱退する者に
ついては、「4.脱退等」に○印を付してください。
　　特別加入者の人数が多く、この欄に記入しき
れない場合は、別紙に記入してください。
　●新規、変更及び脱退の記入例

　特別加入者にかかる加入申請、脱退、変更が
生じた場合には、その都度管轄の労働基準監督
署への各種届け出が必要です。

⑦…上段の「（一）前期」欄には、「賃金等の報告」の⑪のⓐ’欄の額、中段
の「（一）後期」欄には、「賃金等の報告」の⑪のⓑ’欄の額、下段の「（一）
通年」欄には、「賃金等の報告」の⑪のⓔ欄の額、「（特）」欄には、「賃金
等の報告」の⑫のⓗ欄（特別加入）の額をそれぞれ記入してください。　

　　また、上段の「（一）前期」欄には、令和４年９月３０日までの年度の中途
で労働保険事務を委託したものについては、その委託年月日以降から令
和４年９月３０日までを、中段の「（一）後期」欄には、令和４年１０月１日以降
に年度の中途で労働保険事務を委託したものについては、その委託年月日
以降から令和５年３月３１日までを（　～　）内にそれぞれ記入してください。

⑯…すでに令和４年度概算保険料として申告した
額を記入してください。

　　ただし、令和４年度の中途に増減（増減額訂
正）申告をしている場合は、その増減後の額を
記入してください。

口座振替納付を認められた事務組合は１枚目に
朱書きで表示してください。

⑮…⑭の額に1,000分の0.02を乗じて
得た額を記入してください。（１円未
満の端数がある場合には、切り捨て
てください。）。

⑭…⑦の（一）通年と同額を記入してく
ださい。
　　ただし、平成１９年３月３１日に成立
した一括有期事業があれば、その額
は除きます。

㉑…次の区分により事業場数を記入してください。
　甲…常時使用労働者数　1人～4人
　乙…常時使用労働者数　5人～15人
　A…労災・雇用の両保険が成立している事業
　B…労災・雇用どちらか一方のみが成立している事業
　　なお、雇用保険に係る保険関係が成立している事業にあっては、
「被保険者数」に基づいて記入してください。

⑬…⑨の「（一）計」欄の額と「（特）計」欄の額と⑫の下段
（計）の欄の額を加えた額を、④欄の「常時使用労働者」
の数に基づき、規模区分別（15人以下、16人以上）の該当
欄に記入してください（雇用保険のみ成立している場合
は、⑤欄の「被保険者」の数に基づき記入してください。）。
　　なお、小計欄には、規模区分別の件数、金額の合計を記載
し、計欄には、規模区分別の金額の合計を記入してください。

⑩…「賃金等の報告」の⑪欄のⓒ’の額を「前期」欄に、
ⓓ’の額を「後期」欄に記入してください。

　　また、上段の「（一）前期」欄には、令和４年９月30日ま
での年度の中途で労働保険事務を委託したものにつ
いては、その委託年月日以降から令和４年９月30日まで
を、下段の「（一）後期」欄には、令和４年１０月１日以降
に年度の中途で労働保険事務を委託したものについ
ては、その委託年月日以降から令和５年３月31日までを
（　～　）内にそれぞれ記入してください。

⑧…③欄に対応する労災保険率を労災保険率表により
記入してください。

　　なお、労災保険率メリット制適用事業については、メ
リット労災保険率を記入してください。

③…「労災保険率適用事業細目表」に記載されている事
業の種類の細目を記入してください（賃金等の報告の
⑧欄参照）。

②…「令和４年度概算保険料申告書に添付した申告書
内訳に記入されている各委託事業主」、「その後に新
規委託があったもの」、「委託を解除したもの」を含め、
すべての委託事業主の名称を記入してください。

　この申告書内訳は、委託事業場に振り出された枝番号順に記入
してください。
　労災保険率のメリット制の適用を受ける事業については、別葉に
記入し、上部余白に（メリット適用分）と記入して区分します。
　申告書内訳が２枚以上になる場合には、各葉に必ず小計を記入
し、別葉の総合計分を設け、小計欄を合計欄と訂正し、総合計を記
入してください。その際、事務組合の名称、所在地、代表者の氏名及
び事務担当者名は別葉の総合計分のみに記入してください。
　この申告書内訳は、申告書の記載事項のチェック等に使用します
ので、必ず提出してください。

⑪…前及び後期に適用される雇用保険率をそれぞれ記
入してください。

⑫…上段の欄には、⑩の「前期」欄の額に⑪の「前期」欄
の料率を乗じて得た額（１円未満の端数は切り捨てな
い）を、「⑫　一般保険料」の中段の欄には、⑩の「後
期」欄の額に⑪の「後期」欄の料率を乗じて得た額（１円
未満の端数は切り捨てない）をそれぞれ記入し、「⑫　
一般保険料」の下段（計）の欄には、「⑫　一般保険料」
の上段の額と中段の額とを合算した額（１円未満の端数が
あるときは、この端数を切り捨てた額）を記入してください。
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⑨…「（一）前期」欄には、⑦の「（一）前期」欄の額に⑧欄の料率を乗じて得た額
（１円未満の端数は切り捨てない）を、「⑨　保険料」欄の「（一）後期」欄には、
⑦の「（一）後期」欄の額に⑧欄の料率を乗じて得た額（１円未満の端数は切り捨
てない）をそれぞれ記載し、「⑨　保険料」欄の「（一）計」欄には、⑨の「（一）
前期」欄の額と「（一）後期」欄の額を合算した額（１円未満の端数があるとき
は、この端数を切り捨てた額）又は「（一）通年」欄の額に⑧欄の料率を乗じて得
た額（１円未満の端数があるときは、この端数を切り捨てた額）を記入してくださ
い。「（特）計」欄には、⑦の「（特）」欄の額に⑧欄の料率を乗じて得た額（１円
未満の端数があるときは、この端数を切り捨てた額）を記入してください。
　　なお、申告書内訳（甲）の様式に従い、一般の労働者の労災保険料と雇用保険料
を別々に計算した場合、労災保険率が「0.5厘」単位の料率であるときは、「１円」
の差額が発生することがあります。このような場合は、労災保険料に「１円」を加
算してください。
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令和５

別紙のとおり

記入例3　充当後還付額が出る場合

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　）

6,229,118

6,229,118 3,310,410

5,643

ロ

還付額

還付額が出た場合、管轄の労働局に「労働保険料・一般拠出金還付請求書」を提出し、還付の請求を
行ってください。
納付する保険料がない場合は申告書を金融機関・郵便局へ提出することはできません。
管轄の労働局へご提出いただきますようお願いします。

9416113301930010 91

2,913,065

3,354

3,310,410

3,307,056 3,307,056
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14

3,307,056

労働保険事務組合○○ 商店街復興組合

労働保険事務組合○○ 商店街復興組合
○ー○ー○

組合長　○○○○

ロウドウホケンクミアイ○○ ショウテンガイフッコウクミアイ

また、ゆうちょ銀行
への振り込みを希
望する場合も、この
欄に記入してくださ
い。
なお、ネット銀行の
一部には振込が出
来ない場合があり
ます。

ゆうちょ銀行への
振込みを希望する
場合は、５桁の
「記号」－８桁の
「番号」をこちら
の欄にご記入くだ
さい。

郵便局での受取り
を希望する場合
は、こちらの欄に記
入してください。
（指定できない郵
便局もあります。）

年度更新の場合
は「１」を、事業終
了の場合は「２」を
ご記入ください。

こ
の
欄
は
記
入
し
な
い
で

く
だ
さ
い
。
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　記入例2②、3のように概算保険料および一般拠出金への充当後に還付が生じる場合は、「労働保険料・一般拠出金還付
請求書」を提出してください。

3 0 1 9 3 0 0 1 0

5,643
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5 6 14

4
4

厚生労働省HP（「労働保険関係各種様式」で検索してください。）からダウンロードできます。（事業主
控が必要な場合はコピーをご用意ください。）

・

・
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還付請求を行う場合について

（切手貼付）

SYPYQ
テキスト ボックス
(正)
3,354


SYPYQ
矢印

SYPYQ
線



21,735
12,652

239,085
120,194

5,780 69,360

428,63940,167

80340,167

令和5

55,009,414

（6,000,000）
22,000,700　

ＸＸ１０１９００１０５００１

94,500,000

令和4

14

㋑ ㋺ ㋩ ㋥

（平成30年４月１日以降
　工事開始分）

5,060,161

5,060,161

5,780,161

5,780,161

（720,000）

（720,000）

23

計

賃金で算定（6,000,000） （6,000,000）

（6,000,000）

（6,000,000）

22,000,700
（6,000,000）

22,000,700 22,000,700

22,000,700

22,000,700

4 4 1

4 5 31

4 4 10

5 3 15

××市
××－××－×

△△市
△△－△－△

（小計）

××邸内装工事

△△邸内装工事　他10件

38 既設建築物設備工事業

2 2
１ ０ １ 9 0 0 1 0 5 0 0 1x x

△△市
△△－△－△

△△邸増築工事　他８件

（平成30年４月１日以降

　工事開始分）

〇〇ハイツ新築工事

　35 建築事業

（既設建築物設備工事業を除く）

令和５

○○

○○市　○○　　○－○－○

×××

××× ×××××××

××××

株式会社 ○○工務店
代表取締役　　　○○ ○○

6 14

〇〇郡○○町
〇〇－〇

29

4 9 30 94,500,000 94,500,000

94,500,000

20,000,104

21,735,000

21,735,000

4,600,023

8,052,141

12,652,164

23

23

23

2

20,000,104

35,009,310 35,009,310

55,009,414

149,509,414 34,387,164
149,509,414

4 1

4

4 30

4

9

1

4

5 15

5

3

1

××市
××－×－×

（小計）

（小計）

××邸新築工事

（平成27年4月1日～平成30年

　３月31日工事開始分)

１ 9 0 0 1 0 5 0 0 1０  １x x

㋑ ㋺ ㋩ ㋥

メリット制が適用されている場合は、
昨年度の労災保険率決定通知書
を参照し、メリット率を記入の上計
算してください。

一般拠出金は平成19年４月１日以降に
開始した工事のみとなります。

令和 3

　事業の開始時期によってメリット料率が異なる場合がありますのでご注意ください。
　1円未満の端数が出た場合は、切り捨ててください。
　

１　一括有期事業報告書に記入していただいた工事をとりまとめるのが総括表です。
　一括有期事業報告書から、総括表で分類してあります事業の種類、事業開始時期ごとに「一括有期事業
報告書」の「請負金額」と「賃金総額」欄の金額を「一括有期事業総括表」の該当する箇所に転記してくだ
さい。その額に、該当する労災保険率を乗じて業種ごとの保険料額を計算してください。
２　昨年度（令和4年度）にメリット制が適用されている事業場は、昨年度送付している「労災保険率決定通知
書」により、保険料額を計算してください。
　なお、この場合一括されている各事業の開始時期における労災保険率（基準料率）と当該事業の終了し
た日の属する保険年度のメリット増減率を用いて算出した労災保険率（メリット料率）により労災保険料を算
定します。

・記入例 令和 4
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